
小学校区
国基準
人数

市基準
人数

現定員 Ｈ26

(50) (50) (50) (50) (50)

26 (86) 25 (111) (111) (111) (111)

4 (84) (84) (84) (84) (84)

52 (102) (102) (102) (102) (102)

14 (64) 16 (80) (80) (80) (80)

(90) (90) (90) (90) (90)

10 (100) (100) (100) (100) (100)

29 (69) (69) (69) (69) (69)

135 (645) 41 (686) 0 (686) 0 (686) 0 (686)

■確保策について

確保量の合計（確保後の合計）

基本的には、施設規模に基づく定員の拡大と、学校の余裕教室や公共施設の活用、民間施設の借上げ等により施設を確保し、定員の拡大を図る。
施設規模に基づき定員のみを増加させる場合は、市の基準を超えない範囲で増加させることとする。

629 648 654 650 637 量の見込み合計

63 63 62 61 57
施設確保による定員増

合計 803 665 510 497

95 92 90 89
定員のみ増

西部小
（西部学童）

54 45 40 54

北の台小
（北の台・北の台第二）

149 123 90 73
92

86 87 85 86 83

71 73 72 68 Ｈ27定員のみ増
Ｈ28施設確保による定員増

69

大曲東小
（大曲東・大曲東第二学童）

140 116 90 70

双葉小
（広葉学童）

77 64 50 58

87 90 97 99 103
施設確保による定員増

89 87 82 78
定員のみ増

90

東部小
（東部学童）

80 66 50 66

西の里小
（西の里・西の里第二学童）

101 84 80 68

95 106 110 110 111 Ｈ27定員のみ増
Ｈ28施設確保による定員増

47 48 50 4847

大曲小
(大曲学童）

104 86 60 68

緑ヶ丘小
(北広島学童）

98 81 50 40

資料　４

放課後児童健全育成事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期について
（平成27年度から1～6年生に拡大）

上段：量の見込み
下段：確保量（確保後の量）

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 備考

（２）－②　地域子ども・子育て支援事業



小学校区
国基準
人数

市基準
人数

現定員 Ｈ26

(50) (50) (50) (50) (50)

26 (86) 25 (111) (111) (111) (111)

4 (84) (84) (84) (84) (84)

52 (102) (102) (102) (102) (102)

14 (64) 16 (80) (80) (80) (80)

(90) (90) (90) (90) (90)

10 (100) (100) (100) (100) (100)

29 (69) (69) (69) (69) (69)

135 (645) 41 (686) 0 (686) 0 (686) 0 (686)

■確保策について

基本的には、施設規模に基づく定員の拡大と、学校の余裕教室や公共施設の活用、民間施設の借上げ等により施設を確保し、定員の拡大を図る。
施設規模に基づき定員のみを増加させる場合は、市の基準を超えない範囲で増加させることとする。

625 654 650 637 量の見込み合計

確保量の合計（確保後の合計）
合計 803 665 510 497

576

58 61 62 61 57
施設確保による定員増

92 92 90 89
定員のみ増

84

西部小
（西部学童）

54 45 40 54

北の台小
（北の台・北の台第二）

149 123 90 73

79 84 85 86 83

68 73 72 68 Ｈ27定員のみ増
Ｈ28施設確保による定員増

63

大曲東小
（大曲東・大曲東第二学童）

140 116 90 70

双葉小
（広葉学童）

77 64 50 58

80 87 97 99 103
施設確保による定員増

85 87 82 78
定員のみ増

83

東部小
（東部学童）

80 66 50 66

西の里小
（西の里・西の里第二学童）

101 84 80 68

87 102 110 110 111 Ｈ27定員のみ増
Ｈ28施設確保による定員増

46 48 50 4842

大曲小
(大曲学童）

104 86 60 68

緑ヶ丘小
(北広島学童）

98 81 50 40

資料　４-２（２）－②　地域子ども・子育て支援事業

放課後児童健全育成事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期について
（段階的拡大）

上段：量の見込み
下段：確保量（確保後の量）

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 備考



【基本事項】

【区域設定】
市の面積や人口規模から区域は全市とする。

【ニーズ調査結果】

親族など 86.2% 保育所、幼稚園など 77.3%
友人・知人など 75.1% 子育て支援施設など 28.4%
保育士、幼稚園教諭 43.9% 市の子育て窓口 4.5%
職場関係 19.1% 保健所 1.2%
かかりつけの医師 9.2%
その他 － その他 －

76.6%
63.7%
44.4%
21.9%
14.6%
13.3%
12.3%
10.0%

【確保方策】
市内１か所で実施

■考え方

資料　5

職場関係

教育・保育施設や子育て支援関連事業の情報を集約し、それらの利用を希望する保護者
に、必要な情報提供・助言を行うとともに、関係機関との連絡調整を実施するもの。

本事業は、ニーズ調査により把握した、子育て支援事業等に関する情報源、相談相手など
の結果にもとづき、地域の事情や関係機関との連携体制の確保等に配慮して設定すること
とされている。
本事業自体のニーズ調査は設定されていない。

子育てを相談する場所の有無子育てを相談する相手の有無

《就学前児童の結果》※複数回答可

（２）－②　地域子ども・子育て支援事業

利用者支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期について

０～５歳児の人口及び地域子育て支援拠点の配置状況から、当市は１か所と
した。
各種制度に精通した職員を地域子育て支援センター「あいあい」に配置し、
利用者支援体制を確保する。

子育て支援施設など
ＴＶ・新聞・雑誌など

市のパンフレット

い
る

97.8%

あ
る

70.5%

子育てに関する情報の入手先

友人・知人など
親族など
保育所、幼稚園など
インターネット



【基本事項】

【区域設定】
各保育所で実施しており、教育・保育施設と同様に区域は全市とする。

【利用状況の推移】

区分 ２３年度 ２４年度 ２５年度

保育所数 9 9 9

実利用人数 263 290 276

※平成23年度より本格実施

【量の見込み】
区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

実利用人数 290 290 290 290 290

【確保方策】
区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

実利用人数 350 350 350 350 350

■考え方

資料　6

（単位：人）

（単位：人）

直近で最大の実績を量の見込みとしており、現状で対応可能と考えられ
る。
確保量については、公立・私立の各園において最大の実績のあった月の
実利用人数合計とした。

市内認可保育園で実施している、保護者の勤務形態や通勤事情に対応した
保育時間の延長。全９園で実施。

※実利用人数とは、利用した児童を特定
した数で、１名の児童が年に何度利用して
も１名とカウントされるもの

（２）－②　地域子ども・子育て支援事業

時間外保育事業（延長保育事業）の提供体制の確保の内容及びその実施時
期について



【現在の事業概要】

【区域設定】

【利用状況の推移】 ※年間延べ利用者数

２３年度 ２４年度 ２５年度

【量の見込み】 ※年間延べ利用者数

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

【確保方策】 ※年間延べ利用者数

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

■考え方
直近で最大の利用実績を量の見込みとしており、現状で対応可能と考
えられる。
幼稚園の確保量は、１園平均受入れ可能数15名/日とし、年間開所日
数を乗じて算出している。
保育園の確保量は、実施３園の定員37名に年間平日日数を乗じて算出
している。

35,000

保育園利用者 8,991 8,991 8,991 8,991 8,991

35,000

区分

幼稚園及び２号認定
による幼稚園利用者

35,000 35,000 35,000

幼稚園及び２号認定
による幼稚園利用者

32,000 32,000 32,000

保育園利用者 1,700 1,700 1,700

32,000 32,000

1,700 1,700

区分

区分

幼稚園及び２号認定
による幼稚園利用者

保育園利用者 1,353

教育・保育施設で実施されることから、教育・保育施設と同様に区域は全市とする。

1,677

備考

市内８幼稚園の合計（聴き取り
調査）

すみれ・西の里きらきら・大谷
むつみ保育園の合計

31,995

1,732

保護者の就労に対応した教育施設（幼稚園など）での預かり保育及び保育
園での平日や休日の一時保育。

資料　7
（２）－②　地域子ども・子育て支援事業

一時預かり事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期について



【現在の事業概要】

公立
私立
私立

【区域設定】

【利用状況の推移】 ※月延べ利用者数

区分 ２３年度 ２４年度 ２５年度

箇所 3 3 3
利用人数 1,347 1,238 1,389
※平成22年5月に「あいあい」設置

【量の見込み】 ※月延べ利用者数
区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用人数 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600

【確保方策】 ※月延べ利用者数
区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用人数 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

■考え方

資料　8

潜在的な需要を見込み、実績を上回るニーズ調査結果で最大の数値
を、量の見込みとしている。
３か所で３，０００名の受入れが可能であり、現状で対応可能と考え
られる。

原則就学前児童の保護者を対象に、子育てに関する悩みや疑問等を解消
するため、親子参加型の交流の場を提供するもの。

親子で参加するが、組数ではなく保護者を
含む利用者数。

〈現在市内３ヶ所で実施〉
・地域子育て支援センター「あいあい」
・西の里保育園内で実施「どんぐり」
・大曲いちい保育園内で実施「ぶらんこ」

現状の提供体制や利用状況を踏まえ、区域は全市とする。

（２）－②　地域子ども・子育て支援事業

地域子育て支援拠点事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期に
ついて



【現在の事業概要】

【区域設定】

【利用状況の推移】

区分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

提供会員数 56 59 53 58 55

依頼会員数 235 287 326 363 417

利用者数 1,356 863 731 602 983

【量の見込み】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用者数 980 980 980 980 980

【確保方策】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用者数 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

■考え方

資料　9

拠点としては１か所で対応していることから、現状の提供体制や利用状況を踏まえ、区域
は全市とする。

直近で最大の利用実績（延長保育事業の影響が大きい平成21年度を除
く。）を量の見込みとしている。
年間１，０００名以上利用した実績もあり、現状で対応可能と考えられ
る。

育児や介護を受けたい人、行いたい人たちが会員となり、有料で相互に援助
しあう会員組織の事業。現在、公立子育て支援センター「あいあい」にて実施。

※平成21年度は延長保育事業未実施のため、その代替事業として利用者数
が多い。

※利用者は年延べ人数

※年延べ人数

※年延べ人数

（２）－②　地域子ども・子育て支援事業

ファミリーサポートセンター事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期
について

※平成25年度から30分単位の利用が可能となり、利用者が増加した。



【現在の事業概要】

【区域設定】

【利用状況の推移】

区分 ２３年度 ２４年度 ２５年度

提供会員数 29 35 39

依頼会員数 56 65 83

利用者数 45 32 23

【量の見込み】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用者数 130 130 130 130 130

【確保方策】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用者数 － － － － －

■考え方

※年延べ人数

潜在的な需要を見込み、実績を上回るニーズ調査結果の最大の数値を量
の見込みとしている。
将来的には病児病後児保育事業の実施ができるよう関係機関との検討を
すすめていくが、当面は緊急ファミリーサポートネットワーク事業によ
り対応する。
なお、より利用しやすい状況となるように検討していく。
緊急ファミリーサポートネットワーク事業については、現状で対応可能
と考えられ、量の見込みを確保量としている。

当市では「緊急ファミリーサポートネットワーク事業」として実施しており、子ど
もの病気や急な仕事等で保育園等を利用できない場合に、育児を応援してほ
しい人と育児を応援したい人が会員となり、有料で相互に援助しあう会員組織
の事業。

※平成２３年度から開始

※利用者は年延べ人数

※年延べ人数

病児病後児保育事業

緊急ファミリーサポート
ネットワーク事業

利用者数 130 130 130 130 130

資料　10

拠点としては１か所で対応していることから、現状の提供体制や利用状況を踏まえ、区域
は全市とする。

（２）－②　地域子ども・子育て支援事業

病児病後児保育（緊急ファミリーサポートネットワーク事業）の提供体制の確
保の内容及びその実施時期について



【現在の事業概要】

【区域設定】

【利用状況の推移】

区分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

実利用人数 4 0 4 3 6

延べ利用日数 19 0 55 144 42

【量の見込み】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

延べ利用日数 110 110 110 110 110

【確保方策】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

延べ利用日数 110 110 110 110 110

■考え方

資料　１1

利用形態の大きな変化は見込まれないことから、ニーズ調査結果の最大
の数値を量の見込みとしている。
現在、２施設で１泊当たり約８名の受入れが可能であり、現状で対応可
能と考えられる。
量の見込みの数値を確保量としている。

※実利用人数とは、利用した児童を特定した数で、１名の児童が年に何度利
用しても１名とカウントされるもの

※延べ利用日数とは、利用児童ごとの宿泊数を合計した数値

保護者が病気・出産・出張などの理由で一時的に養育が困難になった場合、
市内の児童養護施設で預かるショートステイ（宿泊を伴う）と、ひとり親家庭の
保護者が仕事などで夜間に養育が困難となった場合のトワイライトステイがあ
る。

各地域に拠点をおく必要性がないと考えられることから、現状の提供体制や利用状況
を踏まえ、区域は全市とする。

※延べ利用日数

※延べ利用日数

（２）－②　地域子ども・子育て支援事業

子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ）の提供体制の確保
の内容及びその実施時期について



【事業概要】

【量の見込み】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

対象戸数 286 275 265 255 246

【確保方策】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

対象戸数 286 275 265 255 246

【事業概要】

【量の見込み】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

訪問件数 7 7 7 6 6

【確保方策】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

訪問件数 7 7 7 6 6

【事業概要】

【量の見込み】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

受診延べ人数 4,004 3,850 3,710 3,570 3,444

【確保方策】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

受診延べ人数 4,004 3,850 3,710 3,570 3,444

■考え方

※出生数の見込みを量の見込みとした

※出生数に14を乗じて算出

②養育支援訪問事業

乳児家庭全戸訪問事業とは別に、妊産婦の不安や悩みに対し、保健師による
訪問相談を行うもの。

資料　１2

①乳児家庭全戸訪問事業

生後２か月までに保健師が訪問し、乳児や母親の心身状況を把握したうえで、
子育てに関する情報提供・相談などを行うもの。

（２）－②　地域子ども・子育て支援事業

「乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業・妊婦健診事業」の提供体制の
確保の内容及びその実施時期について

訪問率を2.5％に設定し、各年度の出生数に乗じて算出した

③妊婦健診事業

妊婦一般健康診査及び超音波検査を実施し、健康な子どもの出産を支援する
もの。

３事業ともに出生児童数の見込みを基本に、量を推計している。
実績を下回る量の見込みとなっていることから、現状で対応可能と
考えられる。


